
























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































（46）清宮四郎『憲法Ⅰ』（有斐閣）58頁は、国民主権=of the people、国民自治=by the 
people、国民享益=for the peopleと対応させる。統治する者とされる者の自同性の原
理として民主主義を理解している。55頁。
（47）和田英夫『憲法体系』（勁草書房）74頁参照。しかし、高辻正己『憲法講談』（良書普
及会）は、福利の増進も指標にする。89頁。
（48）恒藤恭『法と道徳』（岩波書店）362頁。
（49）同前377頁。中村哲『日本国憲法の構造』（お茶の水書房）は憲法以前の国民主権を当
然視している。135頁。
（50）恒籐・前掲381頁。阿部・前掲33頁。
（51）杉原泰雄『国民主権と国民代表制』（有斐閣）404頁。
（52）上杉『国民教育帝国憲法講義』参照。
（53）美濃部『憲法概要』21頁。
（54）学説整理として、佐藤幸治『憲法』（青林書房）72～76頁参照。杉原『国民主権の研究』
（岩波書店）も歴史的に評論。
（55）佐藤功『日本国憲法概説』（学陽書房）58頁。
（56）樋口陽一『近代立憲主義と現代国家』（勁草書房）はケルゼンの言葉を引用して、純
粋代表制は国民に対する議会の独立宣言だという。161頁。
（57）ルソー前掲133頁。
（58）バーク『フランス革命の省察』を私は、ペインの『人間の権利』（岩波文庫）の中で
確認した。ペインによれば、バークは貴族制を擁護し、自由・平等の原則を否定して
いると。20頁以下。
（59）杉原・前掲・有斐閣407頁以下。
（60）アメリカでは、①政治的平等、②政府の国民意思への配慮、③多数決原理、④政策決
憲法と民主主義－国民主権論争の前提として－（横坂）　125
定への国民の関与、⑤政治参加の自由、などが主張される。See,H.E.Dean, Judicial 
Review and Democracy,pp37。
（61）横坂『平等権と司法審査』（北樹出版）64－138頁参照。
（62）鵜飼信成『憲法における象徴と代表』（岩波書店）124頁。
（63）A.Meiklejohn, Political Freedom,pp8｡
（64）奥平・前掲59頁。
（65）同前60－１頁。
（66）チョムスキー『お節介なアメリカ』(ちくま新書）125－130頁参照。
（67）J．サマヴィル『現代の哲学と政治』（岩波新書）175頁。
（68）ジェファーソン『ヴァジニア覚え書』（岩波文庫）215頁。
（69）長谷川・前掲204－６頁。
（70）ロック・前掲91－２頁は、市民社会とは訴えることのできる社会という。明治憲法下
の天皇絶対権力下では、国民は泣き寝入りするしかなかった。荒畑寒村『谷中村滅亡
史』（岩波文庫）参照。
（71）阿部・前掲41頁。田村・前掲176頁。
（72）薬師院・前掲47頁。藤原保信・前掲162頁。マクファーソン・前掲155頁。
（73）姜・前掲は、国家の退場と過剰、連帯感の喪失と社会の断片化を危惧する。16－19頁。
（74）ロック・前掲88－98頁。
（75）ミル・前掲24頁。
（76）ペイン『コモン・センス』（岩波文庫）26頁。
（77）同前35頁。
（78）山田昌弘『希望格差社会』（ちくま文庫）、佐藤俊樹『不平等社会日本』（中公新書）
参照。
（79）小林直樹『憲法講義（上）』東大出版会46頁。

